
 

 

 

 

 

 

 

29．数理・データサイエンス・AI 教育プロ

グラム認定制度（リテラシーレベル）概要 
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30．先導的大学改革推進委託事業について 
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先導的大学改革推進委託事業について

・ 今後の大学改革課題に機動的に対応し、大学改革の一層の推進、教育の質

の向上、大学の構造転換の推進を図るため、以下のような調査研究を大学等

に委託。

（１）中教審等の審議に資する専門的な調査研究

（２）政策目標、提言内容等の具体化、実質化を図るために必要な方策に関す

る調査研究

（３）その他、実態把握等の調査研究を必要とする政策課題等への対応

・ これらの調査研究の成果を今後の国公私立を通じた高等教育行政施策の企

画立案及び改善に資するとともに、成果を広く公表することにより各大学の取

組を支援・促進し、大学改革の一層の推進と教育の質の向上を図る。

趣旨・目的

・アメリカ及び国内産業界における博士人材の活用状況等に関する調査研究

・大学入学者選抜の実態の把握及び分析等に関する調査研究

・教学マネジメントの確立に資する事例の把握等に関する調査研究

・国内における外国の大学等の活動実態に関する調査研究

・諸外国における大学の質保証システムに関する調査研究

・大学における分野融合教育（医工連携教育）に関する調査研究

・大学による地方創生取組事例の把握等に関する調査研究

・国内における数理・データサイエンス・AIの応用基礎力を習得できると考えられ

る入学者選抜の状況に関する調査研究

R２年度調査研究テーマ

文部科学省大学振興課大学改革推進室

これまでの成果物については、文部科学省ＨＰにて公表。

http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/itaku/index.htm

事業成果物
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31．大学が請負契約等を締結した者を活用

して授業を実施する際の留意点について 
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1 
 

 

 

 

事 務 連 絡 

令和３年４月８日 

 

各国公私立大学担当部局 御中 

 

 

文部科学省高等教育局大学振興課 

 

 

大学が請負契約等を締結した者を活用して授業を実施する場合の 

留意点について（周知） 

 

各大学においては，教育研究活動の実施に当たり，必要な人材の確保に努めていただ

いているところですが，今般，一部の大学において，大学が直接雇用していない者に実

質的に授業科目を担当させるという不適切と思われる事案がありましたので，大学が直

接雇用した教員ではなく請負契約や準委任契約等（以下「請負契約等」という。）を締

結した者を活用して授業を実施する場合の留意点について，改めて下記のとおり周知し

ます。各大学におかれては，引き続き適切な対応をお願いします。 

 

記 

 

１．全体的な考え方 

○ 大学設置基準第 19 条第１項に規定しているとおり，大学は，当該大学，学部及び

学科又は課程等の教育上の目的を達成するために必要な授業科目については，自ら必

要な教員組織並びに施設及び設備を備え，当該大学の指導計画の下で開設することが

原則である。 

○ ただし，平成 19 年の「大学設置基準等の一部を改正する省令等の施行について」

（19 文科高第 281 号）において通知しているとおり，これらの全てを当該大学のみ

で行うことを求めるものではなく，教育内容の豊富化等の観点から，大学が直接雇用

していない当該大学以外の教育施設等の被雇用者を活用して授業を実施することも

認められること。 

○ このような授業を行う場合には，例えば， 

【重要】 

大学が請負契約等を締結した者を活用して授業を実施する場合の留意点を改めて周知しま

す。関係各位におかれては，お目通しくださいますようお願いします。 
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①授業の内容，方法，実施計画，成績評価基準及び当該教育施設等との役割分担等

の必要な事項を協定書に定めている 

②大学の授業担当教員の各授業時間の指導計画の下に実施されている 

③大学の授業担当教員が当該授業の実施状況を十分に把握している 

④大学の授業担当教員による成績評価が行われる 

など，当該大学が主体性と責任を持って，当該大学の授業として適切に位置付けて行

われることが必要であることに留意すること。 

○ 以上の考え方について，各大学が直接雇用していない個人事業主を活用して授業を

実施する場合においても当てはまることに留意すること。 

 

２．請負契約等の活用に係る留意点 

○ 大学が，請負契約等を活用するなどして，授業担当教員以外の者を活用して授業を

実施する際には，教育関係法令（学校教育法，大学設置基準等）や労働関係法令（職

業安定法，労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律，

労働者派遣事業と請負により行われる事業との区分に関する基準を定める告示等）の

規定に則して実施しなければならない。 

○ 請負契約等を活用する場合には，契約内容について関係法令の違反がないか確認す

るとともに，疑義がある場合は，文部科学省や管轄の都道府県労働局に適宜相談する

など，関係法令に則した適切な対応をとること。 

○ なお，大学の職員（教員を含む。）とは，学長の指揮命令権の下で大学の校務に従

事する者であると解しており，請負契約等により大学の校務の一部を請け負った事業

者に雇用されて当該校務に従事する者や，請負契約等により大学の校務の一部を請け

負った個人事業主については，学長の指揮命令権の下で当該校務に従事する者ではな

いため，職員には当たらず，したがって，学校教育法上授業担当教員となることがで

きると解される講師（非常勤も含む）として発令することはできない。そのため，そ

のような者に対して，「非常勤講師」等学校教育法上授業担当教員となることができ

ると解される職名と同一の呼称を用いることは，学生等の誤解を生む恐れがあること

から適切な呼称を用いること。 

 

【参照条文】 

○学校教育法（昭和 22年法律第 26 号）（抄） 

第九十二条 ①・② （略） 

③ 学長は，校務をつかさどり，所属職員を統督する。 

④～⑩ （略） 
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○大学設置基準（昭和 31 年文部省令第 28 号）（抄） 

（教育課程の編成方針） 

第十九条 大学は，当該大学，学部及び学科又は課程等の教育上の目的を達成するた

めに必要な授業科目を自ら開設し，体系的に教育課程を編成するものとする。 

２ （略） 

 

【参考資料】 

○「労働者派遣・請負を適正に行うためのガイド」 

（厚生労働省ホームページ http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-

11600000-Shokugyouanteikyoku/0000078287.pdf） 

 

 

 

 

             【本件担当】 

                 文部科学省高等教育局大学振興課法規係 

代 表：03-5253-4111(内 3338） 

Mail: daigakuc@mext.go.jp 
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32．職業能力開発大学校・短期大学校に 

おける学修への単位認定等について 
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職業能力開発大学校・短期大学校における学修への単位認定等について 

 

 

１．職業能力開発大学校・短期大学校の概要 

○ 高校卒業者等を対象に、高度な知識と技能を兼ね備えた実践技術者、生産技

術・生産管理部門のリーダーとなる中小企業のものづくり基盤を支える人材

を養成する教育施設（職業能力開発促進法に基づく公共職業能力開発施設、通

称「ポリテク・カレッジ」）。学校教育法に基づく学校には当たらない。 

○ 設置者は国、都道府県又は認定を受けた事業主。 

○ 訓練期間は、短期大学校の場合は専門課程２年、大学校の場合は専門課程及

び応用課程の計４年。 

 

２．経緯及び現状 

○ 平成 15 年に熊本県及び長野県から、平成 21 年に山形県から、職業能力開

発短期大学校（以下「短期大学校」という。）の大学への編入学を認めるよう、

構造改革特区制度に基づく規制改革要望があった。 

○ これを受けて、中央教育審議会において検討を行った結果、職業能力開発大

学校・短期大学校（以下「職能大等」という。）は、既に単位認定が認められ

ている短期大学や専門学校等と比較して、教員組織、教育課程、施設設備等の

面で遜色ないものと考えられることから、単位認定については認めるべき旨

を提言いただいたところ。 

○ この結果を受けて、文部科学省においては、平成 26年、職能大等における

学修について、大学における単位認定の対象とすることを可能とする告示改

正を行った。 

 

３．編入学に関する検討状況 

○ 一方で、中央教育審議会の審議においては、職能大等から大学への編入学を

可能とするためには、職能大等における学修が、①実態に照らして、大学相当

の教育であると認められる内容であること、②そのことを認めるために、大学

における単位として、実際に認定を受けている実績があることが必要である

との指摘がなされたところ。 

○ 文部科学省としては、「構造改革特別区域の提案等に対する今後の政府の対

応方針」（平成 30 年９月７日構造改革特別区域推進本部決定）に基づき、全

大学に対し職能大等との単位認定等について周知し、単位認定の状況の把握

に努め、その実績を見ながら令和３年度までに制度改正について検討を行う

こととしている。  
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【参考】職能大等の単位認定に関する法令上の規定 

 

○大学設置基準（昭和三十一年文部省令第二十八号）（抄） 

 

（大学以外の教育施設等における学修） 

第二十九条 大学は、教育上有益と認めるときは、学生が行う短期大学又

は高等専門学校の専攻科における学修その他文部科学大臣が別に定める

学修を、当該大学における授業科目の履修とみなし、大学の定めるとこ

ろにより単位を与えることができる。 

２ 前項により与えることができる単位数は、前条第一項及び第二項によ

り当該大学において修得したものとみなす単位数と合わせて六十単位を

超えないものとする。 

 

○平成三年文部省告示第六十八号（大学設置基準第二十九条第一項の規定に

よる大学が単位を与えることのできる学修） 

 

大学設置基準(昭和三十一年文部省令第二十八号)第二十九条第一項の規定

により、大学が単位を与えることのできる学修を次のように定め、平成三

年七月一日から施行する。 

 

五 次に掲げる学校以外の教育施設で学校教育に類する教育を行うものに

おける学修で、大学において大学教育に相当する水準を有すると認めた

もの 

イ 略 

ロ 職業能力開発促進法（昭和四十四年法律第六十四号）による職業能

力開発短期大学校、職業能力開発大学校及び職業能力開発総合大学校

（略） 

ハ～ホ 略 
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33．大学等における求人公募の 

オンライン化の推進について 
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事 務 連 絡  

令和元年５月２８日  

 

各 国 公 私 立 大 学 事 務 局 

各大学共同利用機関法人事務局 

 

文 部 科 学 省   

高 等 教 育 局 大 学 振 興 課   

高等教育局国立大学法人支援課   

高等教育局私学部私学行政課   

研 究 振 興 局 学 術 機 関 課   

 

 

大学等における求人公募のオンライン化の推進について 

 

 

各大学等（大学及び大学共同利用機関をいう。以下同じ。）が，それぞれの理念・目

的に基づき，多様で個性ある教育研究を推進していくためには，大学等の教育研究の

中心を担う教員に優れた人材を確保し，これらの者がそれぞれの役割に応じて能力を

最大限に発揮できるよう，教員の人事の在り方について改善を図っていくことが必要

です。一方，教員の人事は，大学等の自治の下，各大学等がその責任に基づき適正に

行うべきであり，各大学等が自ら改善の努力を行っていくことが基本です。 

このような観点から，これまで各大学等においては，教員の採用の在り方に関し，

公募制の活用等，自主的な改善が進められてきたものと承知しております。 

一方，科学技術基本計画（平成２８年１月２２日閣議決定）においては，人材の多

様性確保と流動化の促進の観点から，「海外派遣中の研究者等が応募しやすい公募・

採用プロセスの工夫」等の取組が求められています。また，近年，国外の研究者等か

ら文部科学省に対し，国内の大学等・研究機関における求人公募に際し，応募・面接

の方法がそれぞれ郵送・対面に限定されていることなどが，特に若手研究者にとって

は費用等の面で応募上の障壁になっているとの御意見が寄せられています。 

このような状況を踏まえて，文部科学省としても，本年４月２３日に公表した「研

究力向上改革２０１９」において，「求人公募における海外からの応募に係る負担の

軽減（Web応募の拡大等）」を改革事項として掲げたところです。 

文部科学省では，これまで，複数の大学及び国立研究開発法人の求人公募における

応募・面接のオンライン化の取組事例を収集してきたところであり，この度，別紙の

とおり，大学及び国立研究開発法人における取組事例をお示しすることとしました。 

各大学等においては，本事例も参考にしながら，特に国外の研究者が応募・面接に

あたり不利益を被ることのないよう，求人公募における応募・面接のオンライン化の

御中 
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推進に努めていただくよう，お願いいたします。特に，研究大学や，国際的な研究活

動を行う大学・学部等においては，国際的な頭脳循環の加速による我が国の研究力の

向上の観点からも，積極的な取組が期待されます。 

また，求人公募の具体的な手続については，各部局や，教員による選考委員会等の

裁量に委ねられている場合等も多いと考えられることから，各大学等の事務局におい

ては，本事務連絡の内容について学内に十分周知するとともに，全学的な取組の推進

に取り組むようお願いいたします。 

なお，国立大学等においては，「人事給与マネジメント改革に関するガイドライン」

（平成３１年２月２５日文部科学省）に同様の記載がされていることを踏まえ，これ

らの取組を進めていただくようお願いいたします。 

 

 

  

【問い合わせ先】  

（本事務連絡全般について） 

高等教育局大学振興課法規係 

 電話：03-5253-4111 （内線 3338） 

 

（国立大学について） 

高等教育局国立大学法人支援課法規係 

 電話：03-5253-4111 （内線 3760） 

 

（大学共同利用機関について） 

研究振興局学術機関課機構総括係 

 電話：03-5253-4111 （内線 4302） 

 

（公立大学について） 

高等教育局大学振興課公立大学係 

 電話：03-5253-4111 （内線 2418） 

 

（私立大学について） 

高等教育局私学部私学行政課法規係 

 電話：03-5253-4111 （内線 2532） 
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【別紙】 

 

大学及び国立研究開発法人における採用応募・面接のオンライン化の取組事例 

 

（文部科学省調べ） 

 

○応募の受付方法について 

 

・オンライン応募について，一律郵送とするのではなく， 

（例１）郵送による応募とオンラインによる応募を選択可能としている。 

（例２）郵送を原則としつつ，一定の条件（例：海外在住者）を満たす場合に

はオンライン応募を可能としている。 

 

・オンラインによる応募書類の提出方法としては， 

（例１）大学・国立研究開発法人の e-mail アドレスでの受付を行っている。 

（例２）JREC-IN Portal「WEB応募機能」での受付を行っている。 

 

（参考）JREC-IN Portal「WEB応募機能」 Web応募のメリットと注意事項 

https://jrecin.jst.go.jp/offer/html/help_detail/katsuyou/loginato/agency00.html 

 

・容量が大きいデータの受付については，オンラインストレージを活用している。 

 

・オンラインによる受付の場合，受信確認を必ず行うことにより，システム障害

による不着のリスクの回避を図っている。 

 

・書類の提出は原則オンライン化しつつも，原本が必要な書類（例：最終学歴の

卒業証明書等）については，応募時ではなく最終選考時もしくは採用時までに

提出させている。 

 

・厳封が必要な推薦状については，応募者本人からの郵送を基本としつつ，特に

国外の応募者については，推薦元の教授等から大学にメール等で直送すること

を認めている。 

 

○面接の方法について 

 

・テレビ会議システムやビデオ通話ツール等を用いたオンライン面接を一律に不

可とするのではなく， 

（例１）最終面接は対面を原則としつつも，海外在住者については，１次面接

はオンライン面接を可能としている。 

（例２）職階・職種や雇用形態の違いを踏まえて柔軟に対応している。 
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34．大学等における求人公募書類の作成に

係る応募者の負担軽減について 
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事 務 連 絡  

令和３年６月２９日  

 

各 国 公 立 大 学 法 人 担 当 課 

独立行政法人国立高等専門学校機構担当課  

大学又は高等専門学校を設置する各地方公共団体担当課 

各文部科学大臣所轄学校法人担当課 

大学を設置する各学校設置会社担当課 

大学及び高等専門学校を設置する公立学校法人を 

設立する各地方公共団体担当課 

各大学共同利用機関法人担当課 

 

文 部 科 学 省   

高 等 教 育 局 大 学 振 興 課   

  高 等 教 育 局 専 門 教 育 課   

高等教育局国立大学法人支援課   

高等教育局私学部私学行政課   

科学技術・学術政策局人材政策課   

研 究 振 興 局 学 術 機 関 課   

 

 

大学等における求人公募書類の作成に係る応募者の負担軽減について 

 

 

各大学等（大学，高等専門学校及び大学共同利用機関をいう。以下同じ。）における

教員等の人事は，関係法令等に基づき，各大学等がその責任において適正に行い，各

大学等が自ら改善の努力を行っていくことが基本です。各大学等がそれぞれの理念・

目的に基づき，多様で個性ある教育研究を推進していくためには，大学等の教育研究

の中心を担う教員等に優れた人材を確保し，これらの者がそれぞれの役割に応じて能

力を最大限に発揮できるよう，教員等の人事の在り方について不断の検証等を図って

いくことが求められます。 

また，令和３年２月９日に中央教育審議会大学分科会でまとめられた「教育と研究

を両輪とする高等教育の在り方について～教育研究機能の高度化を支える教職員と

組織マネジメント～（審議まとめ）」において，「教員の採用については，・・・多様性

を持った教育研究体制の構築という観点から，若手，女性，外国籍，実務家など多様

な人材の受入れを図ることや，異なる大学間，大学と産業界等との間での教員の流動

性を図ることで，教員組織におけるダイバーシティを達成することが必要である」と

されるなど，教員等の人事に当たっては，採用を含めたプロセス全体を通じて多様な

御中 
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人材の活躍を支援する視点も重要です。 

これらを踏まえつつ，文部科学省では，これまで，各大学等に対して「大学等にお

ける求人公募に係る申請手続きのオンライン化等の推進について」（令和３年２月 12

日 文部科学省高等教育局大学振興課・高等教育局専門教育課・高等教育局国立大学

法人支援課・高等教育局私学部私学行政課・研究振興局学術機関課 事務連絡）等を

通じ，求人公募における応募・面接のオンライン化等，求人公募手続の改善に努めて

いただくよう周知してきたところです。今般，これまでの周知に加え，各大学等にお

ける教育研究の推進や多様な人材の活躍支援の一助として，求人公募書類の作成に係

る応募者の負担軽減について周知いたします。 

国公立大学法人におかれてはその設置する大学等に対して，独立行政法人国立高等

専門学校機構におかれてはその設置する高等専門学校に対して，大学及び高等専門学

校を設置する地方公共団体及び文部科学大臣所轄学校法人におかれてはその設置す

る大学等に対して，大学を設置する学校設置会社におかれてはその設置する大学に対

して，大学共同利用機関法人におかれてはその設置する大学共同利用機関に対して，

下記について周知されるようお願いいたします。 

 

 

記 

 
 

各大学等の求人公募の際，応募者に対してどのような書類の提出を求めるかについ

ては，各大学等がそれぞれの方針に基づき決定すべきものです。これまで，各大学等

においては，求人に係る各大学等の方針を表現することや求人公募事務の効率化等を

理由に，各大学等がそれぞれ独自の応募書類の様式を用いてきており，それらの事情

については今後も否定されるものではありません。 

しかしながら，一度に複数の大学等に応募する応募者等にとって，履歴書や業績リ

スト等の応募先の大学等が変わっても基本的な内容に変更がない書類について，各大

学等がそれぞれ異なる様式の応募書類の提出を求めることが負担になっているとの

意見もあります。 

ついては，応募者の負担軽減につながるとともに，多様で優秀な人材による応募の

促進や国際競争に資することも期待されることから，各大学等においては，各大学等

が指定する様式以外の様式で作成された履歴書や業績リスト等の書類を応募書類と

して活用することを可能とする等，可能な範囲で柔軟な対応を検討いただくようお願

いいたします。 

また，国立研究開発法人科学技術振興機構が運営する「JREC-IN Portal」において

「応募書類作成ツール」を提供しており，「履歴書」や「業績リスト」を作成すること

が可能ですので，各大学等で応募者に書類提出を求める際に本ツールの様式を御活用

いただくことも検討いただくようお願いいたします。 
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求人公募書類の様式については，各大学等の各部局や，教員等による選考委員会等

の裁量に委ねられている場合等も多いと考えられることから，各大学等においては，

本事務連絡の内容について組織内に周知いただくようお願いいたします。 

 

 

 
【問い合わせ先】  

（本事務連絡全般について） 

高等教育局大学振興課法規係 

 電話：03-5253-4111 （内線 3338） 

 

（国立大学について） 

高等教育局国立大学法人支援課法規係 

 電話：03-5253-4111 （内線 3760） 

 

（公立大学について） 

高等教育局大学振興課公立大学係 

 電話：03-5253-4111 （内線 2418） 

 

（私立大学について） 

高等教育局私学部私学行政課法規係 

 電話：03-5253-4111 （内線 2532） 

 

（高等専門学校について） 

高等教育局専門教育課高等専門学校係 

 電話：03-5253-4111 （内線 3347） 

 

（JREC-IN Portal について） 

科学技術・学術政策局人材政策課人材政策推進室 

 電話：03-5253-4111 （内線 4051） 

 

（大学共同利用機関について） 

研究振興局学術機関課機構総括係 

 電話：03-5253-4111 （内線 4302） 
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35．高等教育の修学支援について 
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「
大
学
等
に
お
け
る
修
学
の
支
援
に
関
す
る
法
律
」
（
令
和
元
年
5
月
法
律
第
8
号
）
に
基
づ
き
、
少
子
化
に
対
処
す
る
た
め
、
低
所
得
世
帯
で
あ
っ
て
も
社
会
で
自
立
し

活
躍
で
き
る
人
材
を
育
成
す
る
大
学
等
に
お
い
て
修
学
で
き
る
よ
う
高
等
教
育
の
修
学
支
援
新
制
度
（
授
業
料
等
減
免
・
給
付
型
奨
学
金
）
を
確
実
に
実
施
（
内
閣
府
計
上
）
す
る
。

ま
た
、
本
事
業
と
一
体
的
な
無
利
子
奨
学
金
事
業
に
つ
い
て
も
、
意
欲
の
あ
る
学
生
等
が
経
済
的
理
由
に
よ
り
進
学
を
断
念
す
る
こ
と
が
な
い
よ
う
、
貸
与
基
準
を
満
た
す
希
望
者
全
員
に

対
す
る
貸
与
を
確
実
に
実
施
す
る
と
と
も
に
、
修
士
課
程
学
生
に
対
す
る
業
績
優
秀
者
返
還
免
除
制
度
の
充
実
に
向
け
て
取
組
む
。

※
高
等
教
育
の
修
学
支
援
新
制
度
と
一
体
的
な
経
費
（
無
利
子
奨
学
金
）
に
つ
い
て
は
予
算
編
成
過
程
で
検
討
す
る
。

高
等
教
育
の
修
学
支
援
の
確
実
な
実
施

事 業 概 要 高
等
教
育
の
修
学
支
援
新
制
度
（
授
業
料
等
減
免
・
給
付
型
奨
学
金
）
：
事
項
要
求
（
4
,8
0
4
億
円
）

授
業
料
等
減
免
【
国
等
が
各
学
校
に
交
付
】

○
各
大
学
等
が
、
以
下
の
上
限
額
ま
で
授
業
料
等
の
減
免
を
実
施
。

（
授
業
料
等
減
免
の
上
限
額
（
年
額
）
（
住
民
税
非
課
税
世
帯
）
）

国
公
立

私
立

入
学
金

授
業
料

入
学
金

授
業
料

大
学

約
2
8
万
円

約
5
4
万
円

約
2
6
万
円

約
7
0
万
円

短
期
大
学

約
1
7
万
円

約
3
9
万
円

約
2
5
万
円

約
6
2
万
円

高
等
専
門
学
校

約
８
万
円

約
2
3
万
円

約
1
3
万
円

約
7
0
万
円

専
門
学
校

約
７
万
円

約
1
7
万
円

約
1
6
万
円

約
5
9
万
円

給
付
型
奨
学
金
【
日
本
学
生
支
援
機
構
が
各
学
生
等
に
支
給
】

○
学
業
に
専
念
す
る
た
め
、
必
要
な
学
生
生
活
費
を
賄
え
る
よ
う
措
置
。

（
給
付
型
奨
学
金
の
給
付
額
（
年
額
）
（
住
民
税
非
課
税
世
帯
）
）

国
公
立

大
学
・
短
期
大
学
・専

門
学
校

自
宅
生
約
3
5
万
円
、
自
宅
外
生
約
8
0
万
円

国
公
立

高
等
専
門
学
校

自
宅
生
約
2
1
万
円
、
自
宅
外
生
約
4
1
万
円

私
立

大
学
・
短
期
大
学
・
専
門
学
校

自
宅
生
約
4
6
万
円
、
自
宅
外
生
約
9
1
万
円

私
立

高
等
専
門
学
校

自
宅
生
約
3
2
万
円
、
自
宅
外
生
約
5
2
万
円

個
人
要
件

○
進
学
前
は
成
績
だ

け
で
否
定
的
な
判

断
を
せ
ず
レ
ポ
ー
ト

等
で
本
人
の
学
修

意
欲
を
確
認

○
大
学
等
へ
の
進
学

後
の
学
修
状
況
に

厳
し
い
要
件

機
関
要
件

（
国
等
に
よ
る
要
件

確
認
を
受
け
た
大
学

等
が
対
象
）

○
学
問
追
究
と
実
践

的
教
育
の

バ
ラ
ン

ス
が
取
れ
た
大
学

等

○
経
営
課
題
の
あ
る

法
人
の
設
置
す
る

大
学
等
は
対
象
外

（既
存
の
給
付
型
奨
学
金
を
受
け
て
い
る
者
は
原
則
、
新
制
度
へ
移
行
す
る
が
、
移
行
が

で
き
な
い
場
合
に
は
卒
業
ま
で
経
過
措
置
を
と
る
。
）

【
対
象
の
学
校
種
】
大
学
・
短
期
大
学
・
高
等
専
門
学
校
・
専
門
学
校

【
対
象
の
学
生

】
住
民
税
非
課
税
世
帯

及
び

そ
れ
に
準
ず
る
世
帯
の
学
生
等

（
準
ず
る
世
帯
の
学
生
等
に
は
2/
3
又
は
1
/3
を
支
援
）

【
財

源
】
消
費
税
に
よ
る
財
源
を
活
用

（
少
子
化
に
対
処
す
る
た
め
の
社
会
保
障
関
係
費
と
し
て
内
閣
府
に
予
算
計
上
、
文
部
科
学
省
で
執
行
）

区
分

無
利
子
奨
学
金

有
利
子
奨
学
金

貸
与
人
員

※
（
５
０
万
９
千
人
）

７
２
万
６
千
人

事
業
費

※
（
３
，
０
９
９
億
円
）

６
，
２
０
５
億
円

う
ち
一
般
会
計

等

※
政
府
貸
付
金
（
一
般
会
計
）
１
，
０
３
６
億
円

財
政
融
資
資
金

９
２
億
円

財
政
融
資
資
金

５
，
７
９
４
億
円

貸
与
月
額

学
生
等
が
選
択

（私
立
大
学
自
宅
通
学
の
場
合
）

２
、
３
、
４
、
５
．
４
万
円

学
生
等
が
選
択

（大
学
等
の
場
合
）

２
～
１
２
万
円
の
１
万
円
単
位

貸
与

基
準

令
和
4
年
度

採
用
者

学 力

・
高
校
評
定
平
均
値

３
．
５
以
上
（
予
約
採
用
時
）

等

＜
住
民
税
非
課
税
世
帯
の
学
生
等
＞

・
成
績
基
準
を
実
質
的
に
撤
廃

①
平
均
以
上
の
成
績

②
特
定
の
分
野
に
お
い
て
特
に
優

秀
な
能
力
を
有
す
る

③
学
修
意
欲
が
あ
る

家 計

私
大
自
宅
・
給
与
所
得
・４
人
世
帯
の
場
合

※
家
計
基
準
は
家
族
構
成
等
に
よ
る

８
０
４
万
円
以
下

１
，
１
４
７
万
円
以
下

返
還
期
間

卒
業
後
２
０
年
以
内

※
所
得
連
動
返
還
を
選
択
し
た
場
合
は
、
卒
業
後

の
所
得
に
応
じ
て
変
動

卒
業
後
２
０
年
以
内

（
元
利
均
等
返
還
）

返
還
利
率

無
利

子

上
限
３
％
（
在
学
中
は
無
利
子
）

（令
和
３
年
３
月
貸
与
終
了
者
）

利
率
見
直
し

０
．
０
０
４
％

利
率
固
定

０
．
２
６
８
％

無
利
子
奨
学
金
の
貸
与
基
準
を
満
た
す
希
望
者
全
員
に
対
す
る
貸
与
の
確
実
な
実
施

無
利
子
奨
学
金
：
事
項
要
求
（
1
,0
3
6
億
円
）

令
和
4
年
度
要
求
額
・
要
望
額

事
項
要
求

※
内
閣
府
計
上
予
算
含
む

(前
年
度
予
算
額

5
,8
4
0
億
円
)

（注
）無

利
子
奨
学
金
の
貸
与
人
員
、
事
業
費
に
お
け
る
下
段
の
（）
書
き
は
前
年
度
の
予
算
規
模

1
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【
支
援
対
象
と
な
る
学
校
種
】
大
学
・
短
期
大
学
・
高
等
専
門
学
校
・
専
門
学
校

【
支
援
内
容
】
①
授
業
料
等
減
免
制
度
の
創
設

②
給
付
型
奨
学
金
の
支
給
の
拡
充

【
支
援
対
象
と
な
る
学
生
】
住
民
税
非
課
税
世
帯

及
び

そ
れ
に
準
ず
る
世
帯
の
学
生

（
（
令
和
２
年
度
の
在
学
生
（
既
入
学
者
も
含
む
）
か
ら
対
象
）
）

【
財
源
】
少
子
化
に
対
処
す
る
た
め
の
施
策
と
し
て
、
消
費
税
率
引
上
げ
に
よ
る
財
源
を
活
用

国
負
担
分
は
社
会
保
障
関
係
費
と
し
て
内
閣
府
に
予
算
計
上
、
文
科
省
で
執
行

授
業
料
等
減
免

○
各
大
学
等
が
、
以
下
の
上
限
額
ま
で
授
業
料
等
の
減
免
を
実
施
。
減
免
に

要
す
る
費
用
を
公
費
か
ら
支
出

（
授
業
料
等
減
免
の
上
限
額
（
年
額
）
（
住
民
税
非
課
税
世
帯
）
）

国
公
立

私
立

入
学
金

授
業
料

入
学
金

授
業
料

大
学

約
2
8
万
円

約
5
4
万
円

約
2
6
万
円

約
7
0
万
円

短
期
大
学

約
1
7
万
円

約
3
9
万
円

約
2
5
万
円

約
6
2
万
円

高
等
専
門
学
校

約
８
万
円

約
2
3
万
円

約
1
3
万
円

約
7
0
万
円

専
門
学
校

約
７
万
円

約
1
7
万
円

約
1
6
万
円

約
5
9
万
円

給
付
型
奨
学
金

○
日
本
学
生
支
援
機
構
が
各
学
生
に
支
給

○
学
生
が
学
業
に
専
念
す
る
た
め
、
学
生
生
活
を
送
る
の
に
必
要
な
学
生
生
活
費
を

賄
え
る
よ
う
措
置

（
給
付
型
奨
学
金
の
給
付
額
（
年
額
）
（
住
民
税
非
課
税
世
帯
）
）

国
公
立

大
学
・
短
期
大
学
・
専
門
学
校

自
宅
生
約
3
5
万
円
、
自
宅
外
生
約
8
0
万
円

国
公
立

高
等
専
門
学
校

自
宅
生
約
2
1
万
円
、
自
宅
外
生
約
4
1
万
円

私
立

大
学
・
短
期
大
学
・
専
門
学
校

自
宅
生
約
4
6
万
円
、
自
宅
外
生
約
9
1
万
円

私
立

高
等
専
門
学
校

自
宅
生
約
3
2
万
円
、
自
宅
外
生
約
5
2
万
円

支
援
対
象
者
の
要
件

○
進
学
前
は
成
績
だ
け
で
否
定
的
な
判
断
を
せ
ず
、
レ
ポ
ー
ト
等
で
本
人
の

学
修
意
欲
を
確
認

○
大
学
等
へ
の
進
学
後
の
学
修
状
況
に
厳
し
い
要
件

大
学
等
の
要
件
：
国
又
は
自
治
体
に
よ
る
要
件
確
認
を
受
け
た
大
学
等
が
対
象

○
学
問
追
究
と
実
践
的
教
育
の
バ
ラ
ン
ス
が
取
れ
た
大
学
等

○
経
営
に
課
題
の
あ
る
法
人
の
設
置
す
る
大
学
等
は
対
象
外

令
和
３
年
度
予
算
額

4
,8
0
4
億
円

授
業
料
等
減
免

2
／
3

1
／
3

２
／
3

1
／
3

約
2
7
0
万
円

〔
非
課
税
〕

約
3
0
0
万
円

約
3
8
0
万
円

年
収
目
安

（
両
親
・
本
人
・
中
学
生
の
家
族
４
人
世
帯
の
場
合
の
目
安
。
基
準
を
満
た
す
世
帯
年
収
は

家
族
構
成
に
よ
り
異
な
る
）

給
付
型
奨
学
金

住
民
税
非
課
税
世
帯
に
準
ず
る
世
帯
の
学
生

住
民
税
非
課
税
世
帯
の
学
生
の
２
／
３
又
は
１
／
３

を
支
援
し
、
支
援
額
の
段
差
を
滑
ら
か
に

高
等
教
育
の
修
学
支
援
新
制
度
に
つ
い
て

（
実
施
時
期
：
令
和
2
年
4
月
1
日
）

※
大
学
等
に
お
け
る
修
学
の
支
援
に
関
す
る
法
律
（
令
和
元
年
５
月
1
0
日
成
立
）

※
詳
細
は
、
文
部
科
学
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
「
高
等
教
育
の
修
学
支
援
新
制
度
」
参
照
（
h
tt
p
:/
/w
w
w
.m
e
x
t.
g
o
.j
p
/a
_
m
e
n
u
/k
o
u
to
u
/h
u
ta
n
k
e
ig
e
n
/i
n
d
e
x
.h
tm
）

授
業
料
等
減
免
2
,4
6
3
億
円
※

給
付
型
奨
学
金
2
,3
4
1
億
円

※
公
立
大
学
等
及
び
私
立
専
門
学
校
に
係
る

地
方
負
担
分
（
4
0
4
億
円
）
は
含
ま
な
い
。

国
・
地
方
の
所
要
額

5
,2
0
8
億
円

2

※
令
和
４
年
度
要
求
は
事
項
要
求

- 310-



高
校

３
年

生
１年

生
２
～

４
年

生
申

請
時

期
：

入
学

前
年

度
申

請
時

期
：

入
学

年
４
月

※

予
約

採
用

在
学

採
用

申
請

時
期

：
在

学
中

（毎
年

）
4月

※
 標

準
単

位
数

＝
卒

業
必

要
単

位
数

／
修

業
年

限
×

申
請

者
の

在
学

年
数

次
の

①
か

②
の

い
ず

れ
か

に
該

当
す

る
こ

と

①
在

学
す

る
大

学
等

に
お

け
る

学
業

成
績

に
つ

い
て

、
G
P
A

（
平

均
成

績
）
等

が
上

位
1/

2以
上

で
あ

る
こ

と

②
次

の
い

ず
れ

に
も

該
当

す
る

こ
と

a.
修

得
単

位
数

が
標

準
単

位
数

※
以

上
で

あ
る

こ
と

b
.

学
修

計
画

書
の

提
出

を
求

め
、

学
修

の
意

欲
や

目
的

、

将
来

の
人

生
設

計
等

が
確

認
で

き
る

こ
と

※
た

だ
し

、
①

又
は

②
に

該
当

す
る

場
合

で
あ

っ
て

も
、

在
学

中
の

学
業

成
績

等
が

適
格

認
定

の
基

準
に

お
い

て
「
廃

止
」
に

該
当

す
る

場
合

に
は

、
不

採
用

と
す

る
。

※
災

害
、
傷

病
そ

の
他

の
や

む
を

得
な

い
事

由
に

よ
り
②

aに
該

当
し

な
い

場
合

に
は

、
②

b
に

該
当

す
る

こ
と

で
足

り
る

。
（
「
災

害
、

傷
病

そ
の

他
の

や
む

を
得

な
い

事
由

」
に

は
今

般
の

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

の
影

響
に

よ
る

も
の

を
含

む
）

①
高

校
の

評
定

平
均

値
が

3.
5以

上
で

あ
る

こ
と

②
入

学
試

験
の

成
績

が
入

学
者

の
上

位
1/

２
以

上
で

あ
る

こ
と

③
高

卒
認

定
試

験
の

合
格

者
で

あ
る

こ
と

④
学

修
計

画
書

の
提

出
を

求
め

、
学

修
の

意
欲

や
目

的
、

将
来

の
人

生
設

計
等

が
確

認
で

き
る

こ
と

２
．
学
業
成
績
・
学
修
意
欲
に
関
す
る
要
件
（
採
用
時
）

※
認

定
後

は
、

適
格

認
定

の
基

準
に

よ
り
学

業
成

績
等

を
確

認
し

、
こ

れ
に

基
づ

き
支

援
の

継
続

の
可

否
を

判
定

す
る

支
援
措
置
の
対
象
と
な
る
学
生
等
の
認
定
要
件
に
つ
い
て

【
所

得
】

以
下

の
算

式
に

よ
り
算

出
さ

れ
た

額
に

つ
い

て
、

学
生

等
及

び
そ

の
生

計
維

持
者

の
合

計
額

が
、

以
下

の
基

準
額

に
該

当
す

る
こ

と

（
算

式
）

市
町

村
民

税
の

所
得

割
の

課
税

標
準

額
×

６
％

－
（
調

整
控

除
の

額
＋

税
額

調
整

額
）※

※
政

令
指

定
都

市
に

市
民

税
を

納
税

し
て

い
る

場
合

は
、

（調
整

控
除

の
額

＋
税

額
調

整
額

）に
3/

4を
乗

じ
た

額
と

な
る

。

（
基

準
額

）
第

Ⅰ
区

分
（
標

準
額

の
支

援
）

10
0円

未
満

第
Ⅱ

区
分

（
標

準
額

の
2/

3支
援

）
10

0円
以

上
～

25
,6

00
円

未
満

第
Ⅲ

区
分

（
標

準
額

の
1/

3支
援

）
25

,6
00

円
以

上
～

51
,3

00
円

未
満

【
資

産
】

学
生

等
及

び
そ

の
生

計
維

持
者

の
保

有
す

る
資

産
※
の

合
計

額
が

、
以

下
の

基
準

額
に

該
当

す
る

こ
と

（
基

準
額

）
生

計
維

持
者

が
２
人

の
場

合
2,

00
0万

円
未

満

生
計

維
持

者
が

１人
の

場
合

1,
25

0万
円

未
満

※
対

象
と

な
る

資
産

の
範

囲
：

現
金

及
び

こ
れ

に
準

ず
る

も
の

、
預

貯
金

並
び

に
有

価
証

券
の

合
計

額
（
不

動
産

は
対

象
と

し
な

い
）

４
．
大
学
等
に
進
学
す
る
ま
で
の
期
間
に
関
す
る
要
件

①
高

校
等

を
初

め
て

卒
業

し
た

年
度

の
翌

年
度

の
末

日
か

ら
、

確
認

大
学

等
に

入
学

し
た

日
ま

で
の

期
間

が
２
年

を
経

過
し

て
い

な
い

者

②
高

卒
認

定
試

験
合

格
者

等
に

つ
い

て
は

、
当

該
試

験
受

験
資

格
取

得
年

度
の

初
日

か
ら

認
定

試
験

合
格

の
日

ま
で

の
期

間
が

５
年

を
経

過
し

て
い

な
い

者
（
５
年

を
経

過
し

た
後

も
引

き
続

き
進

学
し

よ
う
と

す
る

大
学

等
に

お
け

る
修

学
意

欲
を

有
す

る
者

と
し

て
日

本
学

生
支

援
機

構
が

認
め

る
者

を
含

む
。

）
で

あ
っ

て
、

合
格

し
た

年
度

の
翌

年
度

の
末

日
か

ら
確

認
大

学
等

に
入

学
し

た
日

ま
で

の
期

間

が
２
年

を
経

過
し

て
い

な
い

も
の

③
「
個

別
の

入
学

資
格

審
査

」
を

経
て

大
学

等
へ

の
入

学
を

認
め

ら
れ

た
者

に
つ

い
て

は
、

20
歳

に
達

し
た

年
度

の
翌

年
度

の
末

日
ま

で

に
確

認
大

学
等

へ
入

学
し

た
者

等

①
日

本
国

籍
を

有
す

る
者

②
法

定
特

別
永

住
者

と
し

て
本

邦
に

在
留

す
る

者

③
永

住
者

、
日

本
人

の
配

偶
者

等
又

は
永

住
者

の
配

偶
者

等
の

在
留

資

格
を

も
っ

て
本

邦
に

在
留

す
る

者

④
定

住
者

の
在

留
資

格
を

も
っ

て
本

邦
に

在
留

す
る

者
で

永
住

者
若

し
く
は

永
住

者
の

配
偶

者
等

に
準

ず
る

者
と

そ
の

者
が

在
学

す
る

学
校

の
長

が

認
め

た
も

の
（
＝

将
来

永
住

す
る

意
思

が
あ

る
と

認
め

ら
れ

た
者

）

３
．
国
籍
・
在
留
資
格
に
関
す
る
要
件

※
秋

季
入

学
の

場
合

の
申

請
時

期
に

つ
い

て
は

検
討

中
。

次
の

①
か

ら
④

ま
で

の
い

ず
れ

か
に

該
当

す
る

こ
と

１
．
家
計
の
経
済
状
況
に
関
す
る
要
件

高
校

２
年

次
（
申

込
時

）
ま

で
の

評
定

平
均

値
が

、

3.
5以

上
・
・
・

3.
5未

満
・
・
・

レ
ポ

ー
ト
又

は
面

談
に

よ
り

学
修

意
欲

を
確

認
す

る
。

高
卒

認
定

試
験

を
経

て
大

学
等

へ
進

学
し

よ
う
と

す
る

者

に
つ

い
て

は
、
高

卒
認

定
試

験
の

受
験

・
合

格
を

も
っ

て
､

学
修

意
欲

が
あ

る
も

の
と

み
な

す
。

進
路

指
導

等
に

お
い

て
学

修
意

欲
を

見
る

。

※
地

方
税

法
第

２
９
５
条

第
１項

各
号

に
規

定
す

る
者

又
は

同
法

附
則

第
３
条

の
３
第

４
項

の
規

定
に

よ
り
同

項
の

市
町

村
民

税
の

所
得

割
を

課
す

る
こ

と
が

で
き

な
い

者
に

つ
い

て
は

、
算

式
に

基
づ

き
算

定
さ

れ
た

額
は

零
と

す
る

。

3
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支
援
対
象
者
の
要
件
（個
人
要
件
）等

【
学
業
成
績
・
学
修
意
欲
に
係
る
要
件
】

○
支
援
措
置
の
目
的
は
、
支
援
を
受
け
た
学
生
が
大
学
等
で
し
っ
か
り
学
ん
だ
上
で
、
社
会
で
自
立
し
、
活
躍
で
き
る
よ
う
に
な
る
こ
と
。

進
学
前
の
明
確
な
進
路
意
識
と
強
い
学
び
の
意
欲
や
進
学
後
の
十
分
な
学
修
状
況
を
し
っ
か
り
と
見
極
め
た
上
で
学
生
に
対
し
て
支
援
を
行
う
。

○
高
等
学
校
在
学
時
の
成
績
だ
け
で
否
定
的
な
判
断
を
せ
ず
、
高
校
等
が
、
レ
ポ
ー
ト
の
提
出
や
面
談
等
に
よ
り
本
人
の
学
修
意
欲
や
進
学
目
的
等
を
確
認
す
る
。

○
大
学
等
へ
の
進
学
後
は
、
そ
の
学
修
状
況
に
つ
い
て
厳
し
い
要
件
を
課
し
、
こ
れ
に
満
た
な
い
場
合
に
は
支
援
を
打
ち
切
る
。

【
そ
の
他
】

○
旧
給
付
型
奨
学
金
の
取
扱
い
と
同
様
に
、
以
下
を
要
件
と
す
る
。

・
日
本
国
籍
、
法
定
特
別
永
住
者
、
永
住
者
、
日
本
人
の
配
偶
者
等
、
永
住
者
の
配
偶
者
等
又
は
永
住
の
意
思
が
認
め
ら
れ
る
定
住
者
で
あ
る
こ
と

・
高
等
学
校
等
を
初
め
て
卒
業
（
修
了
）
し
た
日
の
属
す
る
年
度
の
翌
年
度
の
末
日
か
ら
大
学
等
に
入
学
し
た
日
ま
で
の
期
間
が
２
年
を
経
過
し
て
い
な
い
こ
と

・
過
去
に
お
い
て
本
制
度
の
支
援
対
象
と
し
て
の
認
定
を
受
け
た
こ
と
が
な
い
こ
と

・
保
有
す
る
資
産
が
一
定
の
水
準
を
超
え
て
い
な
い
こ
と
（
申
告
に
よ
る
。
）

○
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
遡
っ
て
認
定
を
取
り
消
す
（
返
還
等
を
求
め
る
。
）
。

・
偽
り
そ
の
他
不
正
の
手
段
に
よ
り
支
援
を
受
け
た
場
合

・
大
学
等
か
ら
退
学
・
停
学
（
無
期
限
又
は
３
ヶ
月
以
上
の
者
に
限
る
。
）
の
懲
戒
処
分
を
受
け
た
場
合

（
３
ヶ
月
未
満
の
停
学
又
は
訓
告
の
懲
戒
処
分
を
受
け
た
場
合
に
は
認
定
の
効
力
を
停
止
す
る
。
）

・「
廃
止
」の
区
分
に
該
当
す
る
も
の
の
う
ち
、
学
業
成
績
等
が
著
し
く不

良
で
あ
り
、
か
つ
災
害
・傷

病
そ
の
他
の
や
む
を
得
な
い
事
由
が
な
い
場
合

学
業
成
績
の
基
準

廃
止

(支
援

打
切
り
)

次
の
１
～
４
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き

1
.
修
業
年
限
で
卒
業
又
は
修
了
で
き
な
い
こ
と
が
確
定
し
た
こ
と

2
.
修
得
し
た
単
位
数
の
合
計
数
が
標
準
単
位
数
の
５
割
以
下
で
あ
る
こ
と

3
.
履
修
科
目
の
授
業
へ
の
出
席
率
が
５
割
以
下
で
あ
る
こ
と
そ
の
他
の
学
修
意
欲
が
著
し
く低

い
状
況
に
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
こ
と

4
.
次
に
示
す
警
告
の
区
分
に
該
当
す
る
学
業
成
績
に
連
続
し
て
該
当
す
る
こ
と

※
上
記
の
う
ち
、
学
業
成
績
等
が
著
し
く
不
良
で
あ
る
場
合
は
、
学
年
の
始
期
に
遡
っ
て
取
り
消
す
。

警
告

次
の
１
～
３
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
（
上
の
「廃

止
」の
区
分
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く。
）

1
.
修
得
し
た
単
位
数
の
合
計
数
が
標
準
単
位
数
の
６
割
以
下
で
あ
る
こ
と

2
.
G
P
A
等
が
学
部
等
に
お
け
る
下
位
４
分
の
１
の
範
囲
に
属
す
る
こ
と
。

3
.
履
修
科
目
の
授
業
へ
の
出
席
率
が
８
割
以
下
で
あ
る
こ
と
そ
の
他
の
学
修
意
欲
が
低
い
状

況
に
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
こ
と

特
例
①
：
傷
病
・
災
害
等
の
不
慮
の
事
由

災
害
、
傷
病
、
そ
の
他
の
や
む
を
得
な
い
事
由
が
あ
る
場
合
は
、

「
廃
止
」
又
は
「
警
告
」
区
分
に
該
当
し
な
い
。

※
「
災
害
、
傷
病
そ
の
他
の
や
む
を
得
な
い
事
由
」
に
は
新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
に
よ
る
も
の
を
含
む

次
に
該
当
す
る
場
合
は
、
(G
P
A
等
が
下
位
1
/4
で
あ
っ
て
も
)「
警
告
」
区

分
に
該
当
し
な
い
。

特
例
②
：
教
育
課
程
の
特
性

学
生
等
の
所
属
す
る
学
部
等
の
教
育
課
程
と
密
接
に
関
連
し
た
、
確

認
大
学
等
に
お
け
る
学
修
の
成
果
を
評
価
す
る
に
ふ
さ
わ
し
く
、
か
つ
職

業
に
密
接
に
関
連
す
る
資
格
等
を
十
分
に
取
得
で
き
る
水
準
に
あ
る
と

見
込
ま
れ
る
場
合

特
例
③
：
児
童
養
護
施
設
の
入
所
者
等

社
会
的
養
護
を
必
要
と
す
る
者
で
、
確
認
大
学
等
に
お
け
る
学
修
に

対
す
る
意
欲
や
態
度
が
優
れ
て
い
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合

4
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大
学
等
に
お
け
る
学
修
意
欲
等
の
確
認
の
概
要

高
等
教
育
の
修
学
支
援
新
制
度
に
お
い
て
は
、
明
確
な
進
路
意
識
と
強
い
学
び
の
意
欲
を
し
っ
か
り
と
見
極
め
た
上
で
支
援
を
行
う
こ
と
と
し
て
お
り
、
大
学
等
が
、
授
業
料
等
減
免
の
支
援
対
象

者
の
選
考
及
び
日
本
学
生
支
援
機
構
へ
の
給
付
型
奨
学
金
の
採
用
候
補
者
の
推
薦
を
行
う
に
あ
た
っ
て
は
、
以
下
に
よ
り
学
修
意
欲
等
を
確
認
す
る
。
ま
た
、
確
認
の
際
の
基
本
的
な
考
え
方
を
示

し
た
「
大
学
等
へ
の
修
学
支
援
の
措
置
に
係
る
意
欲
確
認
等
の
手
引
き
（
大
学
等
向
け
）
」
（
以
下
、
「
手
引
き
」
）
を
策
定
。

入
学
1
年
目

学
業
成
績
・
学
修
意
欲
等
に
関
す
る
基
準

①
学
修
の
目
的
（
将
来
の
展
望
を
含
む
）

「
学
修
計
画
書
」
に
よ
り
確
認
す
べ
き
項
目

次
の
観
点
の
い
ず
れ
か
が
述
べ
ら
れ
て
い
る
か
を
確
認

・
学
修
の
目
的
が
明
確
に
述
べ
ら
れ
て
い
る
か

・
学
修
の
目
的
を
自
身
の
言
葉
で
表
現
で
き
て
い
る
か

・
卒
業
後
の
将
来
の
展
望
が
述
べ
ら
れ
て
い
る
か

・
社
会
で
自
立
し
、
活
躍
で
き
る
よ
う
に
な
る
こ
と
が
期
待
で
き
る
か

③
学
修
継
続
の
意
志

次
の
観
点
の
い
ず
れ
か
が
述
べ
ら
れ
て
い
る
か
を
確
認

・
卒
業
ま
で
学
修
を
全
う
し
よ
う
と
す
る
意
志
が
あ
る
か

・
し
っ
か
り
学
ぼ
う
と
す
る
意
欲
が
あ
る
か

・
そ
の
他
、
学
修
の
意
欲
が
十
分
に
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
か

①
高
校
の
評
定
平
均
値
が
3
.5
以
上
で
あ
る
こ
と

②
入
学
者
選
抜
試
験
の
成
績
が
入
学
者
の
上
位
１
/
２
以
上
で
あ
る
こ
と

③
高
等
学
校
卒
業
程
度
認
定
試
験
の
合
格
者
で
あ
る
こ
と

④
「
学
修
計
画
書
」
の
提
出
を
求
め
、
学
修
の
意
欲
や
目
的
、
将
来
の
人

生
設
計
等
が
確
認
で
き
る
こ
と

入
学
２
年
目
以
降

①
在
学
す
る
大
学
等
に
お
け
る
学
業
成
績
に
つ
い
て
、
G
P
A
（
平
均
成
績
）

等
が
上
位
１
/
２
以
上
で
あ
る
こ
と

「
学
修
計
画
書
」
の
提
出
を
求
め
、
学
修
の
意
欲
や
目
的
、
将
来

の
人
生
設
計
等
が
確
認
で
き
る
こ
と

修
得
単
位
数
が
標
準
単
位
数

※
２
以
上
で
あ
る
こ
と

次
の
①
か
ら
④
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
こ
と

次
の
①
又
は
②
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
こ
と

※
１

● ●

②
学
修
の
計
画

次
の
観
点
が
述
べ
ら
れ
て
い
る
か
を
確
認

上
記
の
学
修
の
目
的
を
踏
ま
え
、
こ
れ
ま
で
に
何
を
学
び
、
今
後
、
何
を

ど
の
よ
う
に
学
び
た
い
か
等
が
自
分
の
言
葉
で
述
べ
ら
れ
て
い
る
か

●
参
考
様
式
の
イ
メ
ー
ジ

※
１

た
だ
し
、
在
学
中
の
学
業
成
績
が
適
格
認
定
の
基
準
に
お
い
て
、
「
廃
止
」

の
区
分
に
該
当
す
る
場
合
（
修
業
年
限
で
卒
業
で
き
な
い
こ
と
が
確
定
し
た

場
合
な
ど
）
に
は
支
援
の
対
象
と
な
ら
な
い
。

※
２

標
準
単
位
数
＝
卒
業
必
要
単
位
数
／
修
業
年
限
×
申
請
者
の
在
学
年
数

「
学
修
計
画
書
」
の
様
式

各
大
学
が
適
切
か
つ
効
率
的
に
学
修
意
欲
等
を
確
認
で
き

る
よ
う
、
手
引
き
に
お
い
て
参
考
様
式
を
提
示
。

た
だ
し
、
上
記
の
各
項
目
・
各
観
点
を
確
認
で
き
る
も
の

で
あ
れ
ば
、
進
路
指
導
等
に
お
い
て
各
大
学
等
が
独
自
に

用
い
て
い
る
も
の
に
よ
り
確
認
す
る
こ
と
を
妨
げ
な
い
。

②
次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
こ
と

日
常
的
な
学
修
状
況
、
進
路
指
導
等
を
勘
案
し
つ
つ
、
次
の
条
件
に
該
当
す
る
か

否
か
を
確
認
す
る
。

5

- 313-



令
和
2
年

令
和
3
年

令
和
4
年

９
月
～
３
月

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

１
0
月

1
1
月

1
2
月

1
月

2
月

機 関 要 件 の 確 認 令 和 ３ 年 度 分 採 用 手 続

予 約 採 用 在 学 採 用

令 和 ４ 年 度 分 採 用

手 続

予 約 採 用

高
等
教
育
の
修
学
支
援
新
制
度

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

5
/
1
～
6
/3
0

確
認
申
請

推 薦 期 限

5
/
1
～
6
/3
0

学
生
→
大
学
等
→
機
構

推 薦 期 限

採 用 決 定 （ 後 期 ）

4
/
1
～
6
/3
0

推 薦 期 限

生
徒
→
高
校
等
→
機
構

4
月
下
旬
～
7
月
下
旬

審 査

候 補 者

決 定 通 知

申
込
内
容
の

確
認
・審

査

1
0
月
下
旬
～

更
新
確
認
申
請

申
込
受
付

（前
期
）

◎

申
込
受
付

～
7
/
25

9
/
1
～
1
1/
30

～
1
2
/1
9

令
和
4
年
度
に
大
学
等
へ
進
学
予
定
の
高
校
３
年
生
等
対
象

申
込
受
付

（後
期
）

対 象 機 関

の 公 表9
/
1
1

対 象 機 関 の 公 表

令
和
3
年
度
に
大
学
等
へ
進
学
予
定
の
高
校
３
年
生
等
対
象

採 用 決 定 （ 前 期 ）

進
学
届

採
用
決
定

4
/
1
～
5
/2
3

8
月
上
旬

9
月
上
旬
～

申
込
受
付

（後
期
）

前
年
度
の
予
約
採
用
の
申
込
を
で
き
な
か
っ
た

場
合
で
も
進
学
後
に
申
込
を
行
う
こ
と
も
可
能
。

（在
学
採
用
）

在
学
採
用
で
も
、
入
学
金
減
免
を
含
め
、
支

援
額
は
予
約
採
用
と
同
じ
。

令
和
3
年
度
時
点
で
大
学
等
に
既
に
在
学
し
て
い
る
学
生
対
象

（
注
１
）
上
記
は
給
付
型
奨
学
金
の
申
込
手
続
を
示
し
た
も
の
。
給
付
型
奨
学
金
の
対
象
者
は
授
業
料
等
減
免
の
対
象
者
に
も
な
る
。
学
生
は
、
各
大
学
等
が
定
め
る
時
期
に
、
授
業
料
等
減
免
の
申
込
手
続
を
行
う
。

（
注
２
）
令
和
3年

度
の
申
込
受
付
、
推
薦
期
限
、
申
込
内
容
の
確
認
・
審
査
、
候
補
者
決
定
通
知
、
採
用
決
定
等
の
時
期
は
予
定
で
あ
る
。

（
注
３
）
機
構
は
日
本
学
生
支
援
機
構
を
指
す

8
月
末

5

候
補
者

決
定
通
知

申
込
内
容
の

確
認
・審

査

急
な
進
路
変
更
等
へ
の
対

応
と
し
て
、
秋
の
申
請
期
間

を
設
定
。
（
予
約
採
用
）

申 込 受 付

1
0
月
下
旬
～

候
補
者

決
定
通
知

推 薦 期 限

6
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進
学
資
金
シ
ミ
ュ
レ
ー
タ
ー
の
概
要

＜
日
本
学
生
支
援
機
構
＞

大
学
・専

門
学
校
等
へ
の
進
学
を
考
え
て
い
る
生
徒
や
保
護
者
が
、
進
学
の
資
金
計
画
を
立
て
る
際
に
、
H
P
上
で
自
身
の
家
計
の
情
報
等
を
入
力
す
る
こ
と
で
、

①
受
け
ら
れ
る
奨
学
金
の
種
類
、
②
受
け
ら
れ
る
奨
学
金
の
金
額
、
③
進
学
後
の
学
生
生
活
を
送
る
た
め
の
収
支
を
試
算
で
き
る
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョン
ツ
ー
ル
。

進
学
資
金
シ
ミ
ュ
レ
ー
タ
ー

学
生
生
活
費

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

奨
学
金
選
択

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

給
付
奨
学
金
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

（
生
徒
・
学
生
の
方
向
け
）

貸
与
奨
学
金
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

〔
参
考
〕
奨
学
金
貸
与
・
返
還
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

生
計
維
持
者
、
世
帯
構
成
、
進
学
希
望
先
等
に
関
す
る
簡
易
な
情
報
の
入
力
で
、
世
帯
の
年
収
が
ど
の
く
ら
い
で
あ
れ
ば
、
ど
の

く
ら
い
の
額
の
支
給
が
受
け
ら
れ
る
か
を
表
示
。
ど
の
よ
う
な
世
帯
が
給
付
奨
学
金
の
対
象
に
な
る
の
か
、
簡
単
に
知
る
こ
と
が
で
き
る
。

生
計
維
持
者
、
収
入
額
、
世
帯
構
成
、
進
学
希
望
先
等
に
関
す
る
詳
細
な
情
報
の
入
力
で
、
支
給
の
可
否
や
そ
の
条
件
に

応
じ
た
支
給
月
額
を
表
示
。
自
身
の
世
帯
が
給
付
奨
学
金
の
対
象
に
な
り
そ
う
か
ど
う
か
、
詳
細
な
情
報
を
も
と
に
確
認
で
き
る
。

世
帯
構
成
、
収
入
額
、
進
学
希
望
先
等
に
関
す
る
情
報
の
入
力
で
、
貸
与
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
奨
学
金
の
種
類
（
無
利
子

奨
学
金
か
、
有
利
子
奨
学
金
か
）
と
貸
与
月
額
を
表
示
。

家
庭
か
ら
の
仕
送
り
や
奨
学
金
な
ど
の
収
入
額
と
、
授
業
料
や
住
居
光
熱
費
な
ど
の
支
出
額
を
入
力
す
る
こ
と
で
、
進
学
後
の
資
金
計
画
を
立
て
、
ま
た
利
用
す
る
奨
学
金
の
金
額

を
判
断
す
る
た
め
の
情
報
が
表
示
さ
れ
る
。

貸
与
型
奨
学
金
（
無
利
子
・
有
利
子
奨
学
金
）
に
つ
い
て
、
ど
の
く
ら
い
の
金
額
の
貸
与
を
受
け
た
ら
、
ど
の
く
ら
い
の
月
額
・
期
間
で
返
還
す
る
こ
と
に
な
る
か
を
試
算
可
能

資
金
シ
ミ
ュ
レ
ー
タ
ー
の
イ
メ
ー
ジ
（
「
給
付
奨
学
金
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
（
保
護
者
の
方
向
け
）
」
）

ト
ッ
プ
画
面

選
択
画
面

入
力
画
面

（
U
R
L
：
h
tt
p
s:
//
w
w
w
.j
a
ss
o
.g
o
.j
p
/s
h
o
g
a
k
u
k
in
/o
y
a
k
u
d
a
c
h
i/
sh
o
g
a
k
u
k
in
-s
im
u
la
to
r.
h
tm
l）

利
用
し
た
い
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
を
選
択

収
入
額
等
に
関
す
る
情
報
を
入
力

支
援
さ
れ
る
金
額
等
が
表
示

給
付
奨
学
金
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

（
保
護
者
の
方
向
け
）

結
果
表
示
画
面

Q
R
コ
ー
ド

7
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家
計
が
急
変
し
た
学
生
等
へ
の
支
援
に
つ
い
て

趣
旨

高
等
教
育
の
修
学
支
援
新
制
度
（
授
業
料
等
減
免
＋
給
付
型
奨
学
金
）
は
、
住
民
税
非
課
税
世
帯
及
び
こ
れ
に
準
ず
る
世
帯
を
対
象
と
し
て
支
援
。

住
民
税
は
、
前
年
所
得
を
も
と
に
算
定
さ
れ
て
い
る
が
、
予
期
で
き
な
い
事
由
に
よ
り
家
計
が
急
変
し
、
急
変
後
の
収
入
状
況
が
住
民
税
に
反
映
さ
れ
る
前
に
緊

急
に
支
援
の
必
要
が
あ
る
場
合
に
は
、
急
変
後
の
所
得
の
見
込
に
よ
り
要
件
を
満
た
す
こ
と
が
確
認
で
き
れ
ば
、
支
援
対
象
と
す
る
。

原
則

家
計
急
変
の
場
合
の
特
例

申
込

年
２
回
（
４
月
始
期
分
、
1
0
月
始
期
分
）

随
時
（
急
変
事
由
の
発
生
後
3
カ
月
以
内
に
申
し
込
み
）

支
援
開
始
時
期

４
月
始
期

又
は
1
0
月
始
期

随
時
（
認
定
後
速
や
か
）

※
申
請
日
の
属
す
る
月
の
分
か
ら
支
給
開
始
で
き
る
よ
う
省
令
変
更

対
象
者

家
計
、
学
業
そ
の
他
の
要
件
を
満
た
す
者

急
変
事
由
が
生
じ
た
者
の
う
ち
、
家
計
、
学
業
そ
の
他
の
要
件
を
満
た
す
者

所
得
基
準

住
民
税
非
課
税
世
帯
・
こ
れ
に
準
ず
る
世
帯
に
つ
い
て
、
下
記
の
算
式
に
よ
り
判
定

市
町
村
民
税
所
得
割

課
税
標
準
額
×
6
%

ー
(調

整
控
除
の
額
＋
税
額
調
整
額
)

左
記
に
準
ず
る
額
（
年
間
所
得
の
見
込
額
を
基
に
基
準
額
を
算
定
）

判
定
対
象
と
な
る

所
得

前
年
所
得

※
機
構
は
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
で
住
民
税
情
報
を
捕
捉

急
変
事
由
が
生
じ
た
後
の
所
得

※
給
与
明
細
や
帳
簿
等
で
確
認

※
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
よ
る
影
響
で

家
計
が
急
変
し
た
後
の
１
ヶ
月
程
度
の
所
得
で
判
定

支
援
区
分
の
変
更

毎
年
、
夏
に
最
新
の
住
民
税
情
報
を
確
認
し
、
1
0
月
分
の
支
援
か
ら
、
支
援
区

分
を
見
直
し
（
年
１
回
）

３
カ
月
毎
に
、
急
変
事
由
が
生
じ
た
後
の
所
得
を
確
認
し
、
都
度
、
支
援
区
分
を
見
直

し
（
一
定
期
間
経
過
後
は
通
常
の
扱
い
に
戻
す
）

家
計
を
急
変
さ
せ
る
予
期
で
き
な
い
事
由

（
急
変
事
由
）

生
計
維
持
者
（
学
生
の
父
母
等
）
の
死
亡
、
事
故
・病

気
（
に
よ
る
就
労
困
難
）
、

失
職
（
※
）
、
災
害
等
や
む
を
得
な
い
事
由

（
※
）
失
業
に
つ
い
て
、
定
年
退
職
や
正
当
な
理
由
の
な
い
自
己
都
合
退
職
等
の
自
発
的
失
業
は
含
ま
な
い
。

（
高
等
教
育
の
修
学
支
援
新
制
度

～
授
業
料
等
減
免
・
給
付
型
奨
学
金
～
）

支
援
額
（
例
）

➡
こ
の
「
や
む
を
得
な
い
事
由
」
の
中
に
、

今
般
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
に
よ
る
家
計
の
急
変
に
つ
い
て
も
対
象
に
す
る
よ
う
運
用
を
拡
充

授
業
料
等
減
免

給
付
型
奨
学
金

入
学
金

授
業
料

自
宅
生

自
宅
外
生

国
公
立
大
学

約
2
8
万
円

約
5
4
万
円

約
3
5
万
円

約
8
0
万
円

私
立
大
学

約
2
6
万
円

約
7
0
万
円

約
4
6
万
円

約
9
1
万
円

※
左
記
は
住
民
税
非
課
税
世
帯
の
場
合
。

準
ず
る
世
帯
の
場
合
は
2
/3
又
は
1
/3
。

※
短
期
大
学
、
高
専
、
専
門
学
校
は
そ
れ
ぞ

れ
支
援
額
が
異
な
る
。

令
和
３
年
度
予
算
額

4
,8
0
4
億
円

授
業
料
等
減
免
2
,4
6
3
億
円
※

給
付
型
奨
学
金
2
,3
4
1
億
円

※
公
立
大
学
等
及
び
私
立

専
門
学
校
に
係
る
地
方
負

担
分
（
4
0
4
億
円
）
は
含

ま
な
い
。

国
・
地
方
の
所
要
額

5
,2
0
8
億
円

予
算

8
※
令
和
４
年
度
要
求
は
事
項
要
求
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家
計
が
急
変
し
た
学
生
等
へ
の
支
援
に
つ
い
て
（
貸
与
型
奨
学
金
）

緊
急
採
用
（
無
利
子
）
奨
学
金

応
急
採
用
（
有
利
子
）
奨
学
金

対
象
学
校
種

大
学
・
短
大
、
大
学
院
（
修
士
課
程
・
博
士
課
程
）
、

高
等
専
門
学
校
、
専
修
学
校
専
門
課
程
の
学
生
・
生
徒

大
学
・
短
大
、
大
学
院
（
修
士
課
程
・
博
士
課
程
）
、

高
等
専
門
学
校
（
4
・
5
年
生
）
、
専
修
学
校
専
門
課
程
の
学
生
・
生
徒

学
力
基
準

学
修
意
欲
が
あ
る
者

学
修
意
欲
が
あ
る
者

家
計
基
準

家
計
急
変
（
失
職
、
災
害
等
）
後
の
年
間
所
得
見
込
額
で
基
準
を
満
た

す
か
ど
う
か
判
定

（
基
準
）
一
定
年
収
（
7
0
0
～
1
,2
9
0
万
円
※
）
以
下

※
子
ど
も
１
人
～
３
人
世
帯
の
場
合

家
計
急
変
（
失
職
、
災
害
等
）
後
の
年
間
所
得
見
込
額
で
基
準
を
満
た

す
か
ど
う
か
判
定

（
基
準
）
一
定
年
収
（
8
7
0
～
1
,6
7
0
万
円
※
）
以
下

※
子
ど
も
１
人
～
３
人
世
帯
の
場
合

採
用
時
期

随
時

随
時

貸
与
月
額

通
常
の
第
一
種
奨
学
金
（
無
利
子
）
と
同
額

通
常
の
第
二
種
奨
学
金
（
有
利
子
）
と
同
額

貸
与
月
額

○
保
護
者
の
失
職
、
倒
産
や
災
害
等
に
よ
り
家
計
が
急
変
し
、
緊
急
に
奨
学
金
貸
与
の
必
要
が
生
じ
た
学
生
・
生
徒
に
対
応
す
る
。
（
平
成
11
年
度
創
設
）

※
貸
与
月
額
は
学
生
等
が
選
択
（
下
表
の
通
り
上
限
額
あ
り
）

第
一
種
奨
学
金
（
無
利
子
）

第
二
種
奨
学
金
（
有
利
子
）

（
参
考
）
【
第
二
種
奨
学
金

貸
与
利
率
（
令
和
３
年
３
月
現
在
）
】

・
利
率
見
直
し
方
式
：
0
.0
0
4
％

・
利
率
固
定
方
式
：
0
.2
6
8
％

9
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ス
カ
ラ
シ
ッ
プ
・ア
ド
バ
イ
ザ
ー
に
つ
い
て
（大
学
等
向
け
）

1
0
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ス
カ
ラ
シ
ッ
プ
・ア
ド
バ
イ
ザ
ー
に
つ
い
て
（高
等
学
校
向
け
）

1
1
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令
和
４
年
４
月
に
進
学
予
定
の
生
徒
で
、
今
年
度
に
実
施
し
た
予
約
採
用
に
申
し
込
め
な
か
っ
た

方
で
も
、
進
学
後
の
在
学
採
用
に
申
し
込
む
こ
と
が
で
き
ま
す
。

高
校
１
・
２
年
生
や
中
学
生
な
ど
に
も
周
知
を
！

各
高
校
等
の
皆
様
方
の
ご
理
解
・
ご
協
力
に
よ
り
、
予
約
採
用
に
お
い
て
は
、
多
く
の
高
校
３
年
生
等
か
ら
の
申
込
み
を
い
た
だ
く
こ
と
が
で
き
、
心
よ
り
お
礼
申
し
上
げ
ま
す
。

今
後
と
も
、
高
等
教
育
の
修
学
支
援
新
制
度
の
支
援
対
象
者
と
し
て
の
要
件
を
満
た
す
生
徒
が
、
ひ
と
り
で
も
多
く
本
制
度
を
利
用
い
た
だ
け
る
よ
う
、
次
の
ポ
イ
ン
ト
を
踏
ま
え
つ

つ
、
よ
り
一
層
の
周
知
を
い
た
だ
く
よ
う
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

令
和
３
年
度
の
予
約
採
用
（
進
学
前
の
採
用
）
は
、
４
月
か
ら
実
施
し
、
７
月
末
に
締
め
切
り
ま
し
た
。

※
就
職
希
望
者
が
急
な
進
路
変
更
等
に
よ
り
進
学
す
る
場
合
の
対
応
と
し
て
、
秋
の
予
約
採
用
の
実
施
を
予
定
し
て
い
ま
す
。

ポ
イ
ン
ト
②

大
学
等
へ
の
進
学
を
考
え
て
い
る
高
校
１
・
２
年
生
や
中
学
生
な
ど
（
注
）
に
も
、
本
制
度
を
知
っ
て
い
た
だ
き
た
い
と
思
い
ま
す
。
日
頃
の
進
路
指

導
に
際
し
て
、
本
制
度
を
生
徒
に
ご
周
知
く
だ
さ
い
。

授
業
料
等
減
免
と
給
付
型
奨
学
金
（
生
活
費
）
を
併
せ
た
手
厚
い
支
援
が
本
制
度
の
特
徴
で
す
。

ポ
イ
ン
ト
③

学
校
種
ご
と
の
上
限
額
ま
で
授
業
料
や
入
学
金
の
減
額
又
は
免
除
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
学
業
に
専
念
す
る
の
に
十
分
な
給
付
型
奨
学
金
も

支
給
さ
れ
ま
す
。
大
学
等
で
し
っ
か
り
学
び
た
い
方
に
は
、
是
非
、
本
制
度
を
活
用
し
て
い
た
だ
き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

本
制
度
に
少
し
で
も
興
味
を
持
っ
た
方
に
は
、
ぜ
ひ
、
こ
ち
ら
を
！

ポ
イ
ン
ト
④

よ
り
多
く
の
学
生
・
生
徒
や
そ
の
保
護
者
の
方
々
に
、
本
制
度
の
こ
と
を
知
っ
て
い
た
だ
け
る
よ
う
、
文
部
科
学
省
と
日
本
学
生
支
援
機
構
に
お
い

て
次
の
コ
ン
テ
ン
ツ
を
用
意
し
て
い
ま
す
。
是
非
と
も
ご
覧
い
た
だ
け
れ
ば
と
思
い
ま
す
。

文
部
科
学
省
特
設
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

「
学
び
た
い
気
持
ち
を
応
援
し
ま
す
」

（
制
度
全
体
の
概
要
を
ご
案
内
し
て
い
ま
す
。
）

日
本
学
生
支
援
機
構
進
学
資
金
シ
ミ
ュ
レ
ー
タ
ー

「
給
付
奨
学
金
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
」

（
自
身
が
対
象
と
な
る
か
な
ど
を
大
ま
か
に
調
べ
ら
れ
ま
す
。
）

新
制
度
の
周
知
に
あ
た
っ
て
の
高
校
・
中
学
校
等
の
皆
様
方
へ
の
お
願
い

高
等
教
育
の
修
学
支
援
新
制
度

（
注
）
高
等
専
門
学
校
（
1
～
3
年
次
）
の
学
生
、
中
等
教
育
学
校
の
前
期
課
程
・
後
期
課
程
、

特
別
支
援
学
校
の
高
等
部
・
中
等
部
、
専
修
学
校
の
高
等
課
程
の
生
徒
を
含
み
ま
す
。

ポ
イ
ン
ト
①

「
高
等
教
育
の
修
学
支
援
」
公
式
キ
ャ
ラ
ク
タ
ー

【
ま
ね
こ
先
生
（
左
）
と
ま
な
び
ー
ニ
ャ
（
右
）
】

1
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お
金
の
心
配
な
く
大
学
や
専
門
学
校
で
学
び
た
い
生
徒
の
み
な
さ
ん
へ

2
0
2
0
年
4
月
か
ら
新
制
度
が
ス
タ
ー
ト
し
て
い
ま
す
!

住
民
税
非
課
税
世
帯
・
準
ず
る
世
帯
の
学
生

授
業
料
・入
学
金
の

免
除
/
減
額

給
付
型
奨
学
金
の

支
給

＋
高
校
3
年
の
4
月
以
降
（
学
校
ご
と
に
異
な
り
ま
す
）

※
2
0
2
1
年
度
は
終
了
し
て
い
ま
す
が
、
進
学
後
に
大
学
等
に
て
申
し
込
む

こ
と
が
で
き
ま
す
。

○
授
業
料
等
減
免
と
給
付
型
奨
学
金
（生
活
費
）を
併
せ
た
手
厚
い
支
援
が
受
け
ら
れ
ま
す
。

○
高
校
等
ご
と
の
推
薦
枠
（人
数
上
限
）
は
あ
り
ま
せ
ん
。

○
高
校
等
の
成
績
だ
け
で
否
定
的
な
判
断
を
せ
ず
、
レ
ポ
ー
ト
や
面
談
に
よ
り
本
人
の
学
修
意
欲
や
進
学
目
的
等
を
確
認
し
ま
す
。

文
部
科
学
省

特
設
H
P

日
本
学
生
支
援
機
構

進
学
資
金
シ
ミ
ュ
レ
ー
タ
ー

「
学
び
た
い
気
持
ち
を
応
援
し
ま
す
」

（制
度
全
体
の
概
要
を
確
認
で
き
ま
す
。
）

「
給
付
奨
学
金
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
」

（自
身
が
対
象
と
な
る
か
な
ど
を

大
ま
か
に
調
べ
ら
れ
ま
す
。
）

○
日
本
学
生
支
援
機
構

奨
学
金
相
談
セ
ン
タ
ー

電
話
：０
５
７
０
－
６
６
６
－
３
０
１
(
月
～
金
，
9
:0
0
～
2
0
:0
0
)

＊
土
日
祝
日
，
年
末
年
始
を
除
く
。
通
話
料
が
か
か
り
ま
す
。

＊
給
付
型
奨
学
金
の
ほ
か
，
貸
与
型
奨
学
金
や
返
還
の
ご
相
談
も
可
能
で
す
。

○
各
大
学
･
専
門
学
校
等
の
学
生
課
や
奨
学
金
窓
口

進
学
を
目
指
す
大
学
や
専
門
学
校
の
授
業
料
等
減
免
制
度
に
つ
い
て
は
，

各
学
校
の
学
生
課
や
奨
学
金
窓
口
に
相
談
し
て
み
ま
し
ょ
う
。

対
象

支
援
内
容

申
請
期
間

く
わ
し
い
情
報
は
こ
ち
ら

支
援
内
容
や
手
続
き
な
ど
の
相
談
窓
口

大
学
・
短
大
・
高
専
（
4
～
5
年
）
・
専
門
学
校
の

○
進
学
先
の
大
学
等
で
は
、
し
っ
か
り
学
習
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
（成
績
次
第
で
警
告
や
支
援
の
打
切
り
も
あ
り
ま
す
。
）

高
等
教
育
の
修
学
支
援
新
制
度

（
注
）
高
校
等
に
は
、
高
等
専
門
学
校
（
3
年
次
）
、
中
等
教
育
学
校
の
後
期
課
程
、

特
別
支
援
学
校
の
高
等
部
、
専
修
学
校
の
高
等
課
程
を
含
み
ま
す
。

「
高
等
教
育
の
修
学
支
援
」
公
式
キ
ャ
ラ
ク
タ
ー

【
ま
ね
こ
先
生
（
左
）
と
ま
な
び
ー
ニ
ャ
（
右
）
】

高
等
教
育
の
修
学
支
援

L
IN
E
公
式
ア
カ
ウ
ン
ト

返
済
不
要
！ 1
3
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大
学
・
専
門
学
校
等
へ
の
入
学
前
・
入
学
後
に
学
生
又
は
保
護
者
が
利
用
可
能
な
支
援
制
度

国
の
教
育
ロ
ー
ン
（
日
本
政
策
金
融
公
庫
）

貸
付
限
度
額

3
5
0
万
円
以
内
（
学
生
一
人
あ
た
り
）

対
象

融
資
の
対
象
と
な
る
学
校
に
入
学
・
在
学
さ
れ
る
方
の
保
護
者
で
、

世
帯
年
収
に
よ
る
制
限
あ
り
。
子
供
の
人
数
に
応
じ
て
幅
広
く
対
応

（
例
：
子
供
２
人
の
場
合
世
帯
年
収
が
8
9
0
万
円
以
内
）

利
息

年
1
.6
6
％
（
固
定
金
利
）
※
2
0
2
1
年
5
月
時
点

備
考

日
本
学
生
支
援
機
構
の
奨
学
金
と
の
併
用
可
、
受
験
前
か
ら
申
込
み
可
。

低
所
得
世
帯
、
ひ
と
り
親
世
帯
、
多
子
世
帯
な
ど
は
金
利
や
返
済
期
間
の

優
遇
制
度
あ
り
。

問
合
せ
先

日
本
政
策
金
融
公
庫

h
tt
p
s:
//
w
w
w
.j
fc
.g
o
.j
p
/n
/f
in
a
n
c
e
/s
e
a
rc
h
/i
p
p
a
n
.h
tm
l

生
活
福
祉
資
金
貸
付
制
度
【
教
育
支
援
資
金
】
（
都
道
府
県
社
会
福
祉
協
議
会
）

貸
付
限
度
額

①
教
育
支
援
費

＜
大
学
＞

月
額
６
万
５
千
円
以
内

＜
短
大
等
＞
月
額
６
万
円
以
内

※
特
に
必
要
と
認
め
る
場
合
は
、
上
記
上
限
額
の
1
.5
倍
ま
で
貸
付
可

②
就
学
支
度
費

５
０
万
円
以
内

対
象

低
所
得
世
帯
：
必
要
な
資
金
の
融
通
を
他
か
ら
受
け
る
こ
と
が

困
難
な
世
帯
（
市
町
村
民
税
非
課
税
程
度
）

保
証
人

不
要
(世
帯
内
で
連
帯
借
受
人
が
必
要
)

利
息

無
利
子

償
還
期
限

据
置
期
間
：
卒
業
後
6
か
月
以
内

償
還
期
限
：
据
置
期
間
経
過
後
2
0
年
以
内

問
合
せ
先

お
住
ま
い
の
地
域
の
市
区
町
村
社
会
福
祉
協
議
会

（
市
区
町
村
社
会
福
祉
協
議
会
の
連
絡
先
が
分
か
ら
な
い
と
き
は
都
道
府
県
社
会

福
祉
協
議
会
に
お
問
合
せ
く
だ
さ
い
。
）

【
参
考
】
都
道
府
県
社
会
福
祉
協
議
会

お
問
合
せ
先
一
覧

h
tt
p
s:
//
w
w
w
.s
h
a
k
y
o
.o
r.
jp
/n
e
tw
o
rk
/k
e
n
s
h
a
k
y
o
/i
n
d
e
x
.h
tm
l

※
こ
の
他
、
民
間
金
融
機
関
の
教
育
ロ
ー
ン
等
あ
り
。

労
働
金
庫
（
ろ
う
き
ん
）
の
入
学
時
必
要
資
金
融
資

貸
付
限
度
額

入
学
時
に
進
学
先
に
支
払
う
教
育
資
金
（
入
学
金
、
授
業
料
。
進
学
先
に
納
入

済
み
の
も
の
は
対
象
外
）
に
対
し
て
、
申
込
時
に
選
択
し
た
入
学
時
特
別
増
額

貸
与
奨
学
金
の
額
（
１
０
万
円
～
５
０
万
円
の
間
で
選
択
し
た
金
額
）
が
限
度

と
な
る
。
※
申
請
時
に
選
択
し
た
金
額
を
超
え
て
の
融
資
は
行
え
ま
せ
ん
。

対
象

日
本
学
生
支
援
機
構
の
「
入
学
時
特
別
増
額
貸
与
奨
学
金
」
の
採
用
候
補
者
と

な
っ
た
方

利
息

年
1
.7
0
％
程
度
（
固
定
金
利
）

※
2
0
2
0
年
9
月
1
日
現
在

備
考

・
入
学
時
特
別
増
額
貸
与
奨
学
金
は
、
日
本
政
策
金
融
公
庫
の
「
国
の
教

育
ロ
ー
ン
」
を
申
込
み
、
低
所
得
等
を
理
由
に
利
用
で
き
な
か
っ
た
世

帯
の
生
徒
に
貸
与
す
る
。

※
予
約
採
用
の
申
込
時
に
申
告
さ
れ
た
家
計
収
入
が
一
定
以
下
の
場
合
、
日
本
政
策
金
融
公
庫

の
「
国
の
教
育
ロ
ー
ン
」
を
申
し
込
む
手
続
き
を
省
略
で
き
ま
す
。

・
労
働
金
庫
か
ら
受
け
た
融
資
の
返
済
は
、
進
学
後
に
振
り
込
ま
れ
る
入

学
時
特
別
増
額
貸
与
奨
学
金
に
よ
り
一
括
返
済
す
る
。

問
合
せ
先

労
働
金
庫

h
tt
p
s:
//
a
ll
.r
o
k
in
.o
r.
jp
/

（令
和
３
年
５
月
現
在
）

入
学
時
特
別
増
額
貸
与
奨
学
金
（
日
本
学
生
支
援
機
構
）

金
額

1
0
万
円
、
2
0
万
円
、
3
0
万
円
、
4
0
万
円
、
5
0
万
円
か
ら
選
択

時
期

入
学
後
、
初
回
の
無
利
子
又
は
有
利
子
奨
学
金
と
と
も
に
振
り
込
ま
れ
る

対
象

日
本
学
生
支
援
機
構
が
行
う
国
の
奨
学
金
（
貸
与
型
／
無
利
子
、
有
利
子
）
の
申
込

者
で
以
下
を
満
た
す
人

・
国
の
教
育
ロ
ー
ン
を
利
用
で
き
な
か
っ
た

・
世
帯
の
収
入
が
一
定
水
準
以
下

利
息

有
利
子
の
利
率
に
0
.2
％
を
加
え
た
率
（
申
込
時
に
利
率
を
「
固
定
」
か
「
見
直
し
」
を
選
択
）

備
考

・
入
学
前
の
振
込
で
は
な
い

・
国
の
奨
学
金
（
貸
与
型
）
と
セ
ッ
ト
で
利
用
（
単
独
で
は
利
用
で
き
な
い
）

・
上
記
の
労
働
金
庫
の
「
入
学
時
必
要
資
金
融
資
制
度
」
と
併
せ
て
使
う
こ
と
で
、

入
学
前
に
資
金
が
得
ら
れ
る

問
合
せ
先

日
本
学
生
支
援
機
構

h
tt
p
s:
//
w
w
w
.j
a
s
s
o
.g
o
.j
p
/s
h
o
g
a
k
u
k
in
/s
e
id
o
/t
y
p
e
/n
y
u
z
o
.h
tm
l

1
4

- 322-

https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/ippan.html
https://www.shakyo.or.jp/network/kenshakyo/index.html
https://all.rokin.or.jp/


学
生
の
経
済
的
支
援
等
に
関
す
る
大
学
等
へ
の
周
知
・要
請

困
難
を
抱
え
る
学
生
等
の
支
援
の
た
め
、

上
記
に
つ
い
て
繰
り
返
し
周
知
・
要
請

○
入
学
料
等
初
年
度
納
付
金
や
授
業
料
等
の
納
付
が
困
難
な
学
生
等
に
対
し
て
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
に
よ
り
経
済
的
に
厳
し
い

世
帯
の
学
生
等
が
い
る
こ
と
も
踏
ま
え
、
各
大
学
等
に
お
い
て
そ
れ
ぞ
れ
実
施
し
て
い
る
授
業
料
等
の
納
付
猶
予
、
分
納
，
免
除
及
び
減
額
に
つ
い
て
、
納

付
時
期
の
猶
予
等
の
弾
力
的
な
取
扱
い
や
減
免
等
の
柔
軟
な
御
配
慮
を
い
た
だ
く
よ
う
、
改
め
て
お
願
い
し
ま
す
。

○
入
学
時
に
一
時
的
に
か
さ
む
費
用
の
支
出
が
困
難
な
学
生
等
に
対
し
て
は
、
機
構
の
入
学
時
特
別
増
額
貸
与
奨
学
金
（有

利
子
に
よ
る
一
時
金
）
や

生
活
福
祉
資
金
貸
付
制
度
（都

道
府
県
社
会
福
祉
協
議
会
）
等
の
活
用
に
つ
い
て
周
知
を
お
願
い
し
ま
す
。

○
く
れ
ぐ
れ
も
、
経
済
的
理
由
に
よ
り
や
む
を
得
ず
授
業
料
等
の
期
限
ま
で
の
納
入
が
困
難
と
な
っ
て
い
る
学
生
等
を
即
座
に
除
籍
と
す
る
等
の
不
適
切
な

対
応
を
行
う
こ
と
が
な
い
よ
う
に
し
て
くだ
さ
い
。

※
各
大
学
等
が
独
自
に
行
う
家
計
急
変
を
事
由
と
す
る
授
業
料
減
免
に
対
す
る
支
援
に
つ
い
て
，
令
和
２
年
度
１
次
補
正
予
算
及
び
２
次
補
正
予
算
に
計
上

授
業
料
の
納
付
猶
予
・減

免
等
に
関
す
る
こ
と

○
各
大
学
に
お
い
て
経
営
状
況
は
個
々
に
異
な
る
事
情
は
あ
り
つ
つ
も
、
学
生
の
経
済
的
な
負
担
を
軽
減
す
る
観
点
か
ら
、
休
学
中
に
在
籍
料
等
を
徴

収
す
る
場
合
に
は
、
納
付
時
期
の
猶
予
等
の
弾
力
的
な
取
扱
い
、
減
免
、
徴
収
金
の
再
入
学
後
の
授
業
料
等
へ
の
充
当
等
の
柔
軟
な
対
応
に
つ
い
て

御
配
慮
い
た
だ
くよ
う
、
お
願
い
し
ま
す
。

休
学
中
の
在
籍
料
に
関
す
る
こ
と

○
他
省
庁
な
ど
の
支
援
策
も
含
め
た
、
経
済
的
に
困
難
な
学
生
等
が
活
用
可
能
な
支
援
策
を
一
覧
に
ま
と
め
た
資
料
を
作
成
し
ま
し
た
。
…
（
略
）
家
計

が
急
変
し
て
緊
急
に
支
援
す
る
必
要
が
あ
る
世
帯
の
学
生
等
に
対
し
て
は
、
高
等
教
育
の
修
学
支
援
新
制
度
や
機
構
の
貸
与
型
奨
学
金
の
両
制
度
に

お
い
て
、
令
和
３
年
度
以
降
も
随
時
申
込
を
受
け
付
け
ま
す
。
…
（
略
）
加
え
て
、
各
大
学
等
が
独
自
に
行
う
授
業
料
等
減
免
の
う
ち
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
感
染
症
の
影
響
に
よ
り
家
計
が
急
変
し
授
業
料
等
の
支
払
い
が
困
難
と
な
っ
た
学
生
等
に
対
す
る
授
業
料
等
減
免
に
も
取
り
組
ん
で
い
た
だ
い
て
お
り
、

…
（
略
）
令
和
３
年
度
に
お
い
て
も
、
引
き
続
き
、
こ
れ
ら
の
学
生
等
に
対
し
御
配
慮
い
た
だ
くよ
う
お
願
い
し
ま
す
。

奨
学
金
等
に
関
す
る
こ
と


大
学
等
に
お
け
る
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
拡
大
防
止
措
置
の
実
施
に
際
し
て
留
意
い
た
だ
き
た
い
事
項
等
に
つ
い
て
(令

和
２
年
４
月
1
7
日
付
通
知
)


新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
係
る
影
響
を
受
け
た
学
生
等
へ
の
経
済
的
支
援
等
に
関
す
る
「
学
生
の
“学

び
の
支
援
”緊

急
パ
ッ
ケ
ー
ジ
」
の
公
表
及
び
相
談

対
応
等
に
お
け
る
留
意
点
に
つ
い
て
(令

和
２
年
５
月
2
9
日
付
事
務
連
絡
)


大
学
等
に
お
け
る
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
応
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
つ
い
て
(令

和
２
年
6
月
5
日
付
通
知
)


新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
係
る
影
響
を
受
け
た
学
生
等
に
対
す
る
追
加
を
含
む
経
済
的
な
支
援
及
び
学
び
の
継
続
へ
の
取
組
に
関
す
る
留
意
点
に
つ
い
て

（
令
和
２
年
1
2
月
1
8
日
付
事
務
連
絡
）


経
済
的
理
由
に
よ
り
修
学
困
難
な
学
生
等
に
対
す
る
支
援
策
の
周
知
等
に
つ
い
て
(令
和
３
年
３
月
2
6
日
付
通
知
)
な
ど
に
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就職活動やインターンシップ中の
ハラスメントに関するお悩みは

都道府県労働局にぜひご相談ください！

就職活動中等のハラスメントに関するお悩みは、都道府県労働局雇用
環境・均等部（室）にご相談ください(大学のキャリアセンターの担当者
と一緒にご相談いただくことも可能です)。

相談内容等に応じて雇用環境・均等部（室）では以下の対応を行います。
●就職活動中の学生等へのハラスメント防止のための事業主への助言
●就活セクハラ等についてのトラブルの解決援助 等

都道府県 電話番号 都道府県 電話番号 都道府県 電話番号 都道府県 電話番号

北海道 011-709-2715 東 京 03-3512-1611 滋 賀 077-523-1190 香 川 087-811-8924

青 森 017-734-4211 神奈川 045-211-7380 京 都 075-241-0504 愛 媛 089-935-5222

岩 手 019-604-3010 新 潟 025-288-3511 大 阪 06-6941-8940 高 知 088-885-6027

宮 城 022-299-8844 富 山 076-432-2740 兵 庫 078-367-0820 福 岡 092-411-4894

秋 田 018-862-6684 石 川 076-265-4429 奈 良 0742-32-0210 佐 賀 0952-32-7218

山 形 023-624-8228 福 井 0776-22-3947 和歌山 073-488-1170 長 崎 095-801-0050

福 島 024-536-4609 山 梨 055-225-2851 鳥 取 0857-29-1709 熊 本 096-352-3865

茨 城 029-277-8295 長 野 026-223-0551 島 根 0852-31-1161 大 分 097-532-4025

栃 木 028-633-2795 岐 阜 058-245-1550 岡 山 086-225-2017 宮 崎 0985-38-8821

群 馬 027-896-4739 静 岡 054-252-5310 広 島 082-221-9247 鹿児島 099-223-8239

埼 玉 048-600-6210 愛 知 052-857-0312 山 口 083-995-0390 沖 縄 098-868-4380

千 葉 043-221-2307 三 重 059-226-2318 徳 島 088-652-2718

▶▶都道府県労働局雇用環境・均等部(室)一覧

相談は無料です。匿名でも大丈夫です。プライバシーは厳守されるのでご安心ください。
受付時間 8時30分～17時15分（土・日・祝日・年末年始を除く）

https://www.mhlw.go.jp/content/000177581.pdf

～就職活動におけるハラスメントにあわないために、知っておきたい２つのポイント～

①採用担当者との食事や飲酒、密室での面談、個人携帯メール等でのやりとりは避ける。
過去の就活セクハラの事件では、採用担当者が、食事や飲酒の強要、個室での１対１の面談を求める

行為、個人の携帯メールやLINE等で連絡を入れてくるといったことがありました。こういった不適切な
要求等に応じる必要はありません。（多くの企業では、１人の社員が就活生の合否判定を決定するので
はなく、複数の担当者が採用面接等に対応しています。）

②早い段階で相談を！
OB・OG訪問を含めて、就職活動の際に、これはハラスメントではないかと思ったら、自身の安全

を守るためにも１人で抱え込まず、所属大学のキャリアセンター、都道府県労働局雇用環境・均等部
（室）などに早い段階で相談することをお勧めします。

- 325-

https://www.mhlw.go.jp/content/000177581.pdf


★「これってハラスメントかも？」と思ったらどんなことでもご相談ください。
★プライバシーは厳守いたします。
★ご希望がない限り、相談があったことを企業には伝えません。

セクシュアルハラスメント・パワーハラスメントなどについては、法律等に基づき、行っては
ならない旨の方針の明確化や相談窓口の設置など雇用管理上の防止措置義務が事業主に課されて
います。
指針においては就職活動中の学生やインターンシップを行っている方に関しても、同様の方針

の明確化や、相談があった場合の適切な対応等を行うことが望ましいとされています。

些細なことでも結構です。
就職活動中等のハラスメントに関するお悩みがある方は、ご相談を！

都道府県労働局

雇用環境・均等部（室）

※新卒応援ハローワーク
でも相談可能です。大 学 等

キャリアセンター

トラブルの解決援助制度の説明 防止に向けた事業主への助言等
（※）

（※）助言内容(例)
○事業主自らと労働者も、就活生等に対する言動について、セクハラ等が起きないよう、必要な注意を払う
よう努めること。

○職場において就活生等に対する言動についても、セクハラ等を行ってはならない方針を明確に示すこと。
○セクハラ等に類する相談があった場合には、雇用する労働者への措置を参考に、必要に応じて適切に対応
すること。等

・大学のキャリアセンター、都道府県労働局（雇用環境・均等部（室））、新卒応援ハロー
ワークのいずれでも相談可能です。

・事業主への助言等は都道府県労働局雇用環境・均等部（室）で行いますので、大学のキャ
リアセンター、新卒応援ハローワークに相談をした場合は、相談内容によっては雇用環
境・均等部（室）に相談内容を共有して、対応することになります。

オンライン面接の時
に「全身を見せて」
と言われた

インターンシップ
やOB訪問などで食
事やデートにしつ
こく誘われた

「恋人がいるの
か」と聞かれた

性的な言動に対して
拒否・抵抗したら、
内定を取り消された

連携

共有
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